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特別シンポジウム進行
•■プログラム 

• 13:30～13:40　開会挨拶 

• 13:40～14:30　鷲山氏基調講演 

• 14:30~14:45    休憩 

• 14:45～15:45　パネルディスカッション 

• 15:45~16:15    質疑応答 

• 16:15～16:30　講評　閉会挨拶 



基調講演　鷲山龍太郎　
•北綱島小学校長、太尾小学校長、
長津田小学校長を歴任 

• 　地域・保護者・職員と連携して、
学校を拠点とした地域防災と防災
教育を推進。 

• 防災士　 

• 平成３０年退任後、学校・地域防
災支援活動等に取り組む 

• ホームページ 
未来防災　mirai-bousai.net

http://mirai-bousai.net


1. 災害の教訓に学び、学校と地域は何をすべきか？ 

2. 子どもたちと地域のための学校地域連携 

3. 学校経営方針への位置付けと学校運営協議会 

4. 未来の災害を克服する、学校を拠点とした地域社会に 

基調講演　 
未来の災害を克服する、学校を拠点としたまちづくり

防災士　　鷲山龍太郎



本日の提案（仮説）
地域＋学校＝防災改革 

学校の強みをツールとして 
まちづくりと防災力アップ

（地域＋学校＋行政)×学区防災計画 
＝ 地域防災革命 

学区のすべての人、機関、行政が連携の 
共通理解（学区防災計画)を確立すれば、 
災害を克服できる地域社会が創出できる



1 災害の教訓に学び、学校と地域は何をすべきか？



防災（ぼうさい）の日の話

石巻市立大川小学校にて

津波 

石巻市立大川小学校跡







死者の声を聴く

大川小学校跡慰霊碑

児童職員の他に、多数の住民の名が…



「大川小学校の悲劇」に学ぶ 
学校・地域・行政の関係は？
• そこで，C1校長は，同 支所職員に対し，堤防から津波が漏れた
り越したりしてくるような ことはないのかと尋ねたところ，同支
所職員は，津波は堤防を越さ ないんですと答えた。そこで，校長
は更に，どうしてですかと 同支所職員に尋ねたところ，同支所職
員は，計算上津波は越してこ ないことになっていると答えた。 

• また，C1校長，D教頭及びE教務主任の話合いの中で，万一大川
小に津波が来た場合の第三次避難場所をどうするかが話題に上っ 
た。そのときは校舎の二階に逃げるか裏山に逃げるかという話が
出 たが，結局，第三次避難場所をどこにするかの結論は出なかっ
た 
（仙台高等裁判所判決主文）



住民の津波認識
•本件地震発生後，大川小の校 庭から裏山に上ることを打診したD教頭に対し，釡
谷地区の区長(自 治会長)であるHが，「ここまで来ないから大丈夫。」等と述べて
裏 山に登ることに反対し，同人も本件 津波の犠牲となった 

• 釡谷地区の住民の多くが，本件津波が襲来 する直前まで交流会館に避難して本件
津波の犠牲となった 

• 釡谷 地区の地域住民の多くが本件地震発生前の時点で有していた津波に対 する認
識の内容と程度は，釡谷地区は海から離れていて本件津波ハザ ードマップでも津
波が来ないことになっていることから，まさか津波 が襲来するとは思っていなかっ
たというものであったことが推認され る。  

• しかし，そうであったからといって，C1校長等の津波に対する認 識の内容と程度
が，釡谷地区の平均的な地域住民のそれと同様のレベ ルで足りるということがで
きないことは上記のとおりである。 



「大川小学校の悲劇」 
から得るべき教訓は？

•釡谷地区の区長に対し，「山に上がらせて くれ。」と
言って裏山に三次避難することを打診した。しかし，区
長から は，「ここまで来るはずがないから大丈夫」，「三
角地帯に行こう。」と の発言があり，裏山に避難するこ
とを反対されたため，D教頭は，児童を 裏山に三次避難
させることを諦め，次善の策として，大川小の校庭より
も 高台にある三角地帯への三次避難を決断した 。 
　　　　　（仙台高等裁判所判決主文 P131）



校長は地域の避難行動を調整する義務がある？

（校長は）上記義務を遺 漏なく履行するため
に，危機管理マニュアルを作成する過程にお
いて， 釡谷地区には津波は来ないという釡谷
地区の住民の認識が根拠を欠くも のであるこ
とを伝え，説得し，その認識を改めさせた上
で，在籍児童の 避難行動と釡谷地区住民の避
難行動が整合的なものとなるよう調整を図 る
べき義務があったというべきである。

児童帰宅後の被災は？責任は誰に？



じしんに　あうのは　どこで？

　　　１年３６５日 　学校に行く日　２０５日　　　　学校に 
いる時間

小学校六年生の場合

家と地域での身の守り方を教えなくては、防災教育をしたことにならない。

児童帰宅後の被災は？責任は誰に？



教育基本法における 
学校、家庭及び地域住民連携
（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力） 

第十三条　 

学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育
におけるそれぞれの役割と責任を自覚するととも
に、相互の連携及び協力に努めるものとする。



防災教育を受けてきた釡石市立釡石東中学校の生徒たちは地震発
生後直ちに高台へ避難を開始。この様子を見ていた釡石市立鵜住
居小学校の教職員は避難を開始した。 

中学生らが更に高い所への避難を提案し、小中学生らは海抜約
30mの介護施設へ避難した。 

津波の遡上高は20mに達し小中学校と福祉施設は水没したもの
の、児童生徒は全員が助かった。

釡石の奇跡



釡石の悲劇
• 鵜住居地区防災センターは低地にあり避難場所ではなかった。

• 津波避難訓練参加率の向上のため、防災センターに避難する
訓練を実施。避難場所であるという誤解が広がった。


• 震災当日約150人超が逃げ込んだ。 
生存者はわずか28人、建物内から63人の遺体が見つかった。

「津波からの避難所」と 
「避難生活の場所」の混同 
地域の災害への共通理解は？



「広域避難場所」と「地域防災拠点」の区別を教える

地域防災拠点 
家に住めなくなった人の一時的収容施設 
救出・救護・初期消活動の拠点 
物資や情報が集まる拠点

いっとき避難場所 
近隣住民と安否確認 
救出・救護・消火の拠点 
避難誘導の拠点（鷲山説）

広域避難場所 
火災の熱や煙から 
一時的に、身を守るための空間

在宅被災生活 
家の耐震性があり、火災から免れ、 
備蓄があれば、自宅で生活。



仙台市立荒浜小学校 
と地域・行政の対応 荒浜小学校は、海岸から約700m内陸

に 位置し、震災当時は91人の児童が
通っていた。  
2011年3月11日に発生した東日本大
震災において、児童や教 職員、住民ら
320人が避難し、2階まで津波が押し
寄せた。  
児童は欠席していた１名が死亡。保護
者を含む家族を失った児童は１１名。 

２０１３年８月 
東北大学　佐藤健先生のご案内



荒浜小学校の対応

• 同小学校は仙台平野の海沿い５００mにあり、高台の避難
場所への避難は難しい。特に高齢者などが遠い避難場所
へ避難行動をとるのは非現実的と考え、荒浜小学校を津波
時の避難場所と決めた。



荒浜小学校　チリ地震への対応で住民が 
考えたこと

１　高齢者は言っとい避難場所である荒浜小学校に避難するの
がやっとである。 

２　正式な避難場所である七郷小学校は４キロの地点にあり、
移動は困難である。 

３　高齢者、特に足の悪い者にとって、３、４階に上がるのは
大変である。 

４　学校前の市道は、渋滞を起こし、スムーズに通行できない
状態であった。 



特筆すべきは、住民の要望を小学校と行政が受け止め、次の対策を実行 

○ 荒浜小学校を正式な避難場所に引き上げ、津波の際は「籠城作戦」
を確定。 

○ 災害備蓄を１．５倍に増やし、８００人の住民が最低三日間生活で
きる量を確保 

○ 体育館は津波による水没が予測されるため、毛布、扇風機など備蓄
を三階に移動。 

○ 被災当日は、避難所支援の研修をした学校職員が活躍した。 

参考文献：　田端健人「学校を災害が襲うとき」



地域社会の災害への脆弱性 
（足らなかったもの）

• 災害リスクへの共通理解　 

• 老若男女への避難など初期対応への共通理解 

• 地域・学校・保護者・行政の協議による計画決定 

• 役割分担と行動計画の明確化

地域社会でこれらを実現できたら？

災害を克服できる地域社会の実現では？

＝　地域防災革命



２　子どもたちと地域のための学校地域連携 
　　　　地域＋学校＝防災改革

学校の強みをツールに、災害に強いまちづくりを進める



地域・学校・保護者・子どもの連携

地域防災
拠点

保護者 学校

訓練に参加するのは高齢者中心

これ以上負担増は…不安だが、土日は休み

子どもを守る！

学校を拠点に地域防災における三すくみを解消できる



地域防災における公立学校の強み

• 地域防災の拠点となる校地と施設 

• 学校運営協議会、スクールゾーン対策協議会など地域・学校保
護者連携のベースがある。 

• 児童・保護者に防災教育をできる可能性 
　（１０年、２０年経てば…） 

• 使命感のある優秀な職員集団 

• PTA・「おやじの会」など保護者パワーを活かせる



 学校が行う「防災」とは？（基本的な理解）
学校安全の構造と学校防災

文部科学省「生きる力」を育む防災教育の展開　より





3 学校の地域防災拠点運営委員会との連携 


　地域防災拠点に指定されている学校長は、避難所運
営の方法、役割分担、負傷者の応 急救護体制、学校再
開準備などについて、当該地域防災拠点運営委員会に
協力するとと もに、平常時から震災発生時には避難場
所となる事態に備えます。

　また、教職員は、地 域防災拠点訓練マニュアルを活
用した拠点開設・運営訓練等に参加するなど、災害時
に 迅速かつ具体的に行動できるように準備します。


横浜市防災計画（第9章 学校における安全対策の推進）






長津田小学校１月地域防災訓練



三校で地域・保護者・職員と共に考えて 
できた取り組み今も発展していること

北綱島小学校 防災教育における学校・地域・PTA連携（学校運営協議会による） 

火災などの災害リスクへの学区一斉の連携対応 

小学校防災教育のカリキュラム・マネジメント 

各地区の防災リーダーを中心とした「円陣」
太尾小学校 学区防災マニュアル確立と全戸（８０００部）配布 

自治会未加入マンションの地域防災への取り込み 

防災を核とした地域社会の再構築実現 

児童・保護者が参加しての各自治会一斉初期対応訓練 

学校職員の防災リーダーを中心とした防災拠点支援体制確立 

PTA・おやじの会の地域防災訓練への参加 

長津田小学校 職員と地域防災拠点の連携 

職員が自ら考える職員防災力の向上 

学区自治会が「地区防災計画」立案に取り組む「円陣」



３　学校経営としての 
地域連携と防災



　学校経営方針への位置付けと学校運営協議会



学校運営協議会
学校運営　　　　

中期学校経営方針

予　算　
教育課程

地域連携のあり方

学校運営協議会

有
識
者

P
T
A

関
係
機
関

地
域
代
表

学
校
職
員

スクールゾーン
対策協議会 
（通学安全） 安全教育

安全対策 
委員会？

参画



学期制 人

：

担当 教務

北綱島島特別支援学校・日吉台中学校

児童・生徒数

９年間で育てる
子ども像

自校の
具体的取組

ブロック内小中学校９年間の連続性のある教育の推進
～生活及び学習指導のスタンダードの共有による、一貫性のある児童生徒の育成を目指して～

低学年で生活と学習の基礎基本を身につけ、中学年で個性の伸長と集団としての基礎基本を身につけ、高学年でそれを
高めるなど、中学校生活につながる育成過程を見通して教育する。

日吉台中 ブロック

・重点、学年、メンター研究会や研修会などを通し
て、児童観、学習観、評価観などを共有し合い、
指導力の向上を図る。
・主幹教諭を柱にした組織運営をPDCAサイクル
で改善しながら、効果的・効率的な運営を行う。

4 主な関係校：

学校の特色

学区の「北綱島」は古くからの旧地名であり、綱島台北部の耕作地帯の低地であったが、東京への地の利から、戦後住宅
地として急速に発展し、人口が増大。昭和５３年に本校は開校した。以来、地域、保護者の理解と協力を受けて発展してき
た。平成２１年度からは、学校、家庭、地域の連携を一層重視し、学校運営協議会を設置している。平成２３年度からは、
震災の反省から、防災教育に取組み、学校、家庭、地域で連携する防災の取組みに力を入れている。生活科、「横浜の時
間」を中心とした防災教育にも重点的に取り組んでおり、実践を進めている。また、学力向上のためには、基礎基本の力を
身に付ける学習と共に問題解決的学習も重要であると考え、単元開発や授業改善を推し進めて、成果を上げつつある。さ
らに、本校に隣接している北綱島特別支援学校との交流による「思いやりの心」を基にした教育も積極的に進めている。

学　校　経　営　中　期　取　組　目　標
学校教育目標を実現するために、活力と魅力にあふれた学校づくりを目指します。
・各教科での基礎基本の力を身につけるとともに、豊かな体験や、自ら問題意識をもって取り組む学習を展開し、思考力、判断力、表現力などを
育てるための教育活動を推進します。
・「思いやりの心」を培い、自他の人権を守る力を育てるための人権教育の充実を図ります。
・学校、家庭、地域の連携のもとに、災害を中心とした様々な危険から身を守る防災教育の充実を図ります。
・学校運営協議会などを通して、学校、家庭、地域での共通理解を図り、地域に開かれた学校づくりを推進します。
・小中一貫教育推進ブロックでの取組を推進し、一貫性のある児童の育成を推進します。

小　中　一　貫　教　育　の　取　組

人材育成・
組織運営

・新学習指導要領に関する情報共有、校内研修会の開催を積極的に行う。
・主幹教諭を個別級を含めた低中高ブロックの指導助言者として位づけ、様々な課題の早期発見、解決への組
織力を高めるとともに、メンターチームへの指導助言も積極的に行い、人材育成にあたるようにする。
・４０周年事業を推進する中で、全教職員の組織力や企画・運営力を高めていく。

・「先生、あのねタイム」やいじめ調査アンケートで、いじめの防止、早期発見、早期解決につなげる。
・いじめの定義の理解や未然防止の研修を計画的に行い、全教職員が共通認識をもてるようにする。
・「北綱島小学校いじめ防止基本方針」を学校説明会や学校運営協議会等で周知し、保護者はパートナーという
基本認識に立ち、保護者、地域、他機関と連携していく。

・児童支援専任との連絡を密にし、問題を抱える児童の支援の流れをより明確にして、チームとしての対応力を
強化する。
・個別の教育支援計画を活用し、校内だけでなく保護者や関係機関と連携し、的確な教育的支援を行う。
・打ち合わせや職員会議での児童指導報告を継続し、即時性をもって全教職員で児童理解と迅速な支援を行
う。

・学校総合防災訓練では、放送が使えない想定で保護者も一緒に訓練に取り組み、その後の避難訓練や万が
一の場合に生かせるようにする。
・縦割り活動時間、朝会の時間等、更に新しい想定で避難訓練を行う。
・「きたつな安全防災プラン一覧」を国語を切り口に見直し、どの学年も資質・能力を育む学習を展開する。

・地域とのつながりを更に深められるように、学習の中でふれあう場面を意図的、計画的に取り入れることを継続
する。
・創立４０周年の記念事業に、児童、地域、保護者、教職員が連携して取り組む。
・北綱ほっこりサポーターの方々を朝会時に紹介したり、活動を学校便りに意識的に取り上げたりし、児童や保
護者の認識度を高め、より一層連携を進める。

・実情に応じて「きたつなハンドブック」の見直しを行い、共通理解をもって指導に役立てるようにする。
・全校や学年、クラスでの集会、運動委員会の企画などを通して運動に親しみながら、友達との交流を深められ
るようにする。
・握力の向上を図るために、固定施設遊びの推奨、ハンドグリップの活用などの他、日常生活も意識し、様々な
運動ができる機会をつくる。

・道徳では、昨年度見直した年間指導計画をもとに、教科書を使用して授業を充実させ、道徳的価値を十分に味
わえるようにする。
・低学年から、音楽専科がいろいろな場面で関わることや、全校で「今月の歌」や音楽朝会に取り組むことを継続
し、表現を楽しみ心豊かに生活できるようにする。
・特別支援学校との交流を深めるために、ミニ集会活動に招待する等、日常活動を生かした新しい取り組みを探
る。

・各教科等において、「話し方系統表」「言葉のたから箱」等を活用した対話や話合い、説明や解説等の言語活動
を位置づけ、思考力、判断力、表現力の育成を図る。
・重点研究を核に、各教科等におけるＥＳＤの実現に向けて、より一層豊かな体験や人とのかかわりを重視した
学習を行う。
・パソコンルームを整備することで、児童がICTを活用してより主体的で探究的な学習ができるようにする。

取　組　目　標 具　体　的　取　組
・学習環境を整え、学習習慣を身につけ、各教科
での基礎基本が身に付くようにする。
・体験的な学習や「横浜の時間」の展開により、問
題解決力を高める。
・多様な学習において、学校司書と連携し、情報
活用能力を高める。

・「思いやりの心」を基にして、道徳の時間で深く
考えたり、友だち、年少者などと交流をしたりし
て、道徳的判断力と実践力を育てる。
・音楽などの情操教育、自然との触れ合い、人と
の交流などを通して、感性豊かな心を育む。
・豊かな心の育成とともに、特別支援学校隣接校
ならではの障害理解教育を推進する。

・食育や健康に関する取組を通して健康と安全へ
の正しい理解や健康的な生活への実践力を育て
る。
・様々な機会を通して外での遊びを励行し、体育
的行事や特別活動との関連で運動に親しみ、体
力の向上を図る。
・学校運営協議会を通して、地域、家庭との連携
を強化し、共に防災教育や地域の教育力を活用
した学習活動を充実させ、地域に開かれた学校
づくりを推進する。

・在校時間帯の災害に適切な対応ができる体制
作りと、訓練の質の向上を図る。
・学校、家庭、地域の連携のもと、「きたつな防災
プラン」をPDCAサイクルで見直し、様々な危険か
ら身を守る防災教育の充実を図る。

Ｂ：体力・健康・環境

豊かな心

学級数一般級：

・様々な課題のある子に対して、医療、他機関と
も連携して迅速的確に支援体制を構築し、PDCA
サイクルで、よりよい支援体制を整備する。

・児童間の問題を解決していく力を育
て、人権意識の向上といじめ防止を着
実に図る。

担当 ◦特別支援

担当 　B：児童指導・情報
・キャリア

学期

健やかな体

担当
B：人権・福祉・

交流

重点取組分野

担当

いじめへの
対応

特別支援
教育

A：学力向上・
児童評価

地域連携

安全防災
教育

担当 ◦地域連携

担当 Ａ：安全
◦プロジェクト

担当

19 個別支援級：

確かな学力

日吉台中学校・日吉台小学校・日吉南小学校・矢上小学校・北綱島小学校

横浜市立 北綱島小学校 平成30年度版 中期学校経営方針 （平成28～30年度）

6602

学　校　概　要

創立 40 周年学校長 昆　しのぶ 副校長 粟飯原　桂子

学　校　教　育　目　標
心をあわせ　あかるくのびる　北綱の子
・自ら問題を発見し、解決することができる子を育てます（知）
・自分も友達も大切にし、思いやりのある心をもつ子を育てます（徳）
・心と身体をきたえ、安全への知識と態度を身につけ、自分や人の生命と身体を大切にする子を育てます（体）
・北綱島のまちに学び、まちに生きる子を育てます（公）
・様々な社会の変化に対応し、未来をひらく子を育てます（開）

中期学校経営方針 

横浜市立学校共通 
フォーマット 

A4一枚で 
学校の方針と 

具体的取り組みを明記



学校経営の中の「地域連携と防災」
中期学校経営方針

知 
学力向上

徳 
豊かな心

体 
健やかな体

いじめ防止対策



学期制 人

：

担当 教務

北綱島島特別支援学校・日吉台中学校

児童・生徒数

９年間で育てる
子ども像

自校の
具体的取組

ブロック内小中学校９年間の連続性のある教育の推進
～生活及び学習指導のスタンダードの共有による、一貫性のある児童生徒の育成を目指して～

低学年で生活と学習の基礎基本を身につけ、中学年で個性の伸長と集団としての基礎基本を身につけ、高学年でそれを
高めるなど、中学校生活につながる育成過程を見通して教育する。

日吉台中 ブロック

・重点、学年、メンター研究会や研修会などを通し
て、児童観、学習観、評価観などを共有し合い、
指導力の向上を図る。
・主幹教諭を柱にした組織運営をPDCAサイクル
で改善しながら、効果的・効率的な運営を行う。

4 主な関係校：

学校の特色

学区の「北綱島」は古くからの旧地名であり、綱島台北部の耕作地帯の低地であったが、東京への地の利から、戦後住宅
地として急速に発展し、人口が増大。昭和５３年に本校は開校した。以来、地域、保護者の理解と協力を受けて発展してき
た。平成２１年度からは、学校、家庭、地域の連携を一層重視し、学校運営協議会を設置している。平成２３年度からは、
震災の反省から、防災教育に取組み、学校、家庭、地域で連携する防災の取組みに力を入れている。生活科、「横浜の時
間」を中心とした防災教育にも重点的に取り組んでおり、実践を進めている。また、学力向上のためには、基礎基本の力を
身に付ける学習と共に問題解決的学習も重要であると考え、単元開発や授業改善を推し進めて、成果を上げつつある。さ
らに、本校に隣接している北綱島特別支援学校との交流による「思いやりの心」を基にした教育も積極的に進めている。

学　校　経　営　中　期　取　組　目　標
学校教育目標を実現するために、活力と魅力にあふれた学校づくりを目指します。
・各教科での基礎基本の力を身につけるとともに、豊かな体験や、自ら問題意識をもって取り組む学習を展開し、思考力、判断力、表現力などを
育てるための教育活動を推進します。
・「思いやりの心」を培い、自他の人権を守る力を育てるための人権教育の充実を図ります。
・学校、家庭、地域の連携のもとに、災害を中心とした様々な危険から身を守る防災教育の充実を図ります。
・学校運営協議会などを通して、学校、家庭、地域での共通理解を図り、地域に開かれた学校づくりを推進します。
・小中一貫教育推進ブロックでの取組を推進し、一貫性のある児童の育成を推進します。

小　中　一　貫　教　育　の　取　組

人材育成・
組織運営

・新学習指導要領に関する情報共有、校内研修会の開催を積極的に行う。
・主幹教諭を個別級を含めた低中高ブロックの指導助言者として位づけ、様々な課題の早期発見、解決への組
織力を高めるとともに、メンターチームへの指導助言も積極的に行い、人材育成にあたるようにする。
・４０周年事業を推進する中で、全教職員の組織力や企画・運営力を高めていく。

・「先生、あのねタイム」やいじめ調査アンケートで、いじめの防止、早期発見、早期解決につなげる。
・いじめの定義の理解や未然防止の研修を計画的に行い、全教職員が共通認識をもてるようにする。
・「北綱島小学校いじめ防止基本方針」を学校説明会や学校運営協議会等で周知し、保護者はパートナーという
基本認識に立ち、保護者、地域、他機関と連携していく。

・児童支援専任との連絡を密にし、問題を抱える児童の支援の流れをより明確にして、チームとしての対応力を
強化する。
・個別の教育支援計画を活用し、校内だけでなく保護者や関係機関と連携し、的確な教育的支援を行う。
・打ち合わせや職員会議での児童指導報告を継続し、即時性をもって全教職員で児童理解と迅速な支援を行
う。

・学校総合防災訓練では、放送が使えない想定で保護者も一緒に訓練に取り組み、その後の避難訓練や万が
一の場合に生かせるようにする。
・縦割り活動時間、朝会の時間等、更に新しい想定で避難訓練を行う。
・「きたつな安全防災プラン一覧」を国語を切り口に見直し、どの学年も資質・能力を育む学習を展開する。

・地域とのつながりを更に深められるように、学習の中でふれあう場面を意図的、計画的に取り入れることを継続
する。
・創立４０周年の記念事業に、児童、地域、保護者、教職員が連携して取り組む。
・北綱ほっこりサポーターの方々を朝会時に紹介したり、活動を学校便りに意識的に取り上げたりし、児童や保
護者の認識度を高め、より一層連携を進める。

・実情に応じて「きたつなハンドブック」の見直しを行い、共通理解をもって指導に役立てるようにする。
・全校や学年、クラスでの集会、運動委員会の企画などを通して運動に親しみながら、友達との交流を深められ
るようにする。
・握力の向上を図るために、固定施設遊びの推奨、ハンドグリップの活用などの他、日常生活も意識し、様々な
運動ができる機会をつくる。

・道徳では、昨年度見直した年間指導計画をもとに、教科書を使用して授業を充実させ、道徳的価値を十分に味
わえるようにする。
・低学年から、音楽専科がいろいろな場面で関わることや、全校で「今月の歌」や音楽朝会に取り組むことを継続
し、表現を楽しみ心豊かに生活できるようにする。
・特別支援学校との交流を深めるために、ミニ集会活動に招待する等、日常活動を生かした新しい取り組みを探
る。

・各教科等において、「話し方系統表」「言葉のたから箱」等を活用した対話や話合い、説明や解説等の言語活動
を位置づけ、思考力、判断力、表現力の育成を図る。
・重点研究を核に、各教科等におけるＥＳＤの実現に向けて、より一層豊かな体験や人とのかかわりを重視した
学習を行う。
・パソコンルームを整備することで、児童がICTを活用してより主体的で探究的な学習ができるようにする。

取　組　目　標 具　体　的　取　組
・学習環境を整え、学習習慣を身につけ、各教科
での基礎基本が身に付くようにする。
・体験的な学習や「横浜の時間」の展開により、問
題解決力を高める。
・多様な学習において、学校司書と連携し、情報
活用能力を高める。

・「思いやりの心」を基にして、道徳の時間で深く
考えたり、友だち、年少者などと交流をしたりし
て、道徳的判断力と実践力を育てる。
・音楽などの情操教育、自然との触れ合い、人と
の交流などを通して、感性豊かな心を育む。
・豊かな心の育成とともに、特別支援学校隣接校
ならではの障害理解教育を推進する。

・食育や健康に関する取組を通して健康と安全へ
の正しい理解や健康的な生活への実践力を育て
る。
・様々な機会を通して外での遊びを励行し、体育
的行事や特別活動との関連で運動に親しみ、体
力の向上を図る。
・学校運営協議会を通して、地域、家庭との連携
を強化し、共に防災教育や地域の教育力を活用
した学習活動を充実させ、地域に開かれた学校
づくりを推進する。

・在校時間帯の災害に適切な対応ができる体制
作りと、訓練の質の向上を図る。
・学校、家庭、地域の連携のもと、「きたつな防災
プラン」をPDCAサイクルで見直し、様々な危険か
ら身を守る防災教育の充実を図る。

Ｂ：体力・健康・環境

豊かな心

学級数一般級：

・様々な課題のある子に対して、医療、他機関と
も連携して迅速的確に支援体制を構築し、PDCA
サイクルで、よりよい支援体制を整備する。

・児童間の問題を解決していく力を育
て、人権意識の向上といじめ防止を着
実に図る。

担当 ◦特別支援

担当 　B：児童指導・情報
・キャリア

学期

健やかな体

担当
B：人権・福祉・

交流

重点取組分野

担当

いじめへの
対応

特別支援
教育

A：学力向上・
児童評価

地域連携

安全防災
教育

担当 ◦地域連携

担当 Ａ：安全
◦プロジェクト

担当

19 個別支援級：

確かな学力

日吉台中学校・日吉台小学校・日吉南小学校・矢上小学校・北綱島小学校

横浜市立 北綱島小学校 平成30年度版 中期学校経営方針 （平成28～30年度）

6602

学　校　概　要

創立 40 周年学校長 昆　しのぶ 副校長 粟飯原　桂子

学　校　教　育　目　標
心をあわせ　あかるくのびる　北綱の子
・自ら問題を発見し、解決することができる子を育てます（知）
・自分も友達も大切にし、思いやりのある心をもつ子を育てます（徳）
・心と身体をきたえ、安全への知識と態度を身につけ、自分や人の生命と身体を大切にする子を育てます（体）
・北綱島のまちに学び、まちに生きる子を育てます（公）
・様々な社会の変化に対応し、未来をひらく子を育てます（開）



中期学校経営方針に位置付けられた 
「地域連携」と「安全教育」

北綱島小学校　中期学校経営方針

　太尾小学校　中期学校経営方針

長津田小学校　中期学校経営方針



学校経営の中の「地域連携と防災」
中期学校経営方針

知 
学力向上

徳 
豊かな心

体 
健やかな体

いじめ防止対策

地域連携と防災

確かな学力主幹教諭 
確かな学力部会 

（避難誘導・学校再開班）

豊かな心主幹教諭 
豊かな心部会 
（生活班・KCT) 

健やかな体主幹教諭 
健やかな体部会 
（救出・救護班）

地域連携・防災主幹教諭 
地域連携・防災部会 
（避難所支援班）

いじめ防止対策委員会
特別支援教育
特別支援教育校内委員会



安全教育・地域連携についての 
文部科学省方針

学校安全の推進に関する計画 
平成24年4月27日



学校安全の推進に関する計画 
平成24年4月27日





４　学校を拠点として 
災害を克服できる地域へ



災害対策基本法一部改正（H２４改定）  
住民の責務

(住民等の責務) 

第七条 (略) 

2 （前略）地方公共団体の住民は、自ら災害に備
えるための手段を講ずるとともに、自発的な防災
活動への参加、過去の災 害から得られた教訓の伝
承その他の取組により防災に寄与するように努 め
なければならない。



地域防災計画に地区防災計画を定める
災害対策基本法　第四十二条の二 

  地区居住者等は、共同して、市町村防災会
議に対し、市町村地域防災計画に地区防災計
画を定めることを提案することができる。こ
の場合においては、 当該提案に係る地区防
災計画の素案を添えなければならない。  



横浜市地区防災計画

横浜市防災計画「震災対策編」及び「風水害等対策編(雪害対策)」の修正について 



地区防災計画の提案

横浜市防災計画「震災対策編」及び「風水害等対策編(雪害対策)」の修正について 

6 地区防災計画 
地域における共助による防災活動を推進するため、市内の一定の地区内の居住者及び事 業者(以
下「地区居住者等」という。)が行う自発的な防災活動に関する計画(以下「地 区防災計画」とい
う。)について提案があった場合は、必要に応じて横浜市防災計画に定 めます。



「横浜市中期4か年計画2018～2021（素案）」 
に関するパブリックコメント（一部） 

２０１８年６月２２日 
防災塾・だるま　塾長　荏本孝久 

• ＜ソフト面の対策＞ 

• 災害対策を地区（自治会やマンションなど）が自らの課題として
自覚し、機能強化が図れる「地区防災計画」の策定を強力に推
進することを提案します。 

• 初期対応力は、防災教育（自らの気づき）と防災訓練（頻度）
により強化されます。　 

• そのため地域の学校を防災教育の拠点として「地域と学校が一体
となった自助共助技術のレベルアップ」を図る活動の進展を提案
します。



発災から「防災拠点開設の間に起きている
こと」は誰が対応するのか？

１時間 ２時間 ３時間

家屋倒壊	
火災発生	
負傷者	

ライフライン破損
地域防災拠点 　　　　　　　　　　　

　	 避難民発生	

生活困窮

学校災害対策
本部

発災

　　　　　　救出救護活動	
　　　　　　初期消火活動	
　　　　　　避難誘導（いっとき避難所→広域避難場所）

避難所開設→避難受け入れ	

　　　　　　　　　　　　→一時生
活収容

　地域防災拠点運営支援

町の	
防災組織	



学区は災害に対して一つになれるか？

港北区防災計画

防災拠点運営マニュアル学校防災計画 
（避難所支援含む）

各自治会地区防災計画?

家庭防災マニュアル

学校防災教育 
カリキュラム

マンション 
防火計画



「学区防災計画」で、地域を一つに

港北区防災計画
学区防災計画

防災拠点運営マニュアル学校防災計画 
（避難所支援含む）

各自治会地区防災計画?

家庭防災マニュアル

学校防災教育 
カリキュラム

マンション 
防火計画



学区防災計画

学区を範囲と定めた「地区防災計画」は論理的に可能



地域防災の弱みの克服

学校の強み 
• 地域防災の拠点となる校地と施設 • • • • • • • • • • • • • • •

• 学校運営協議会、スクールゾーン対策協議会など地域・• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

学校保護者連携のベース 
• • • • • • • • • • •

• 児童・保護者に防災教育ができる可能性 • • • • • • • • • • • • • • • • •

　（１０年、２０年経てば…） 
• • • • • • • • •

• 使命感のある優秀な職員集団 • • • • • • • • • • • • •

• PTA/おやじの会など保護者パワーを活かせる• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

地域防災の課題（弱み） 
・災害リスクへの共通理解　 
・老若男女への避難など初期対応への共通理解 
・地域・学校・保護者・行政の協議による計画決定 
・役割分担と行動計画の明確化

協議・決定・明文化 ＝学区防災計画 
（地区防災計画）

← 地区防災計画推進 
（内閣府）

← 地域連携推進 
（文部科学省） 



「地区防災計画」を核とした地域

学区防災計画

学校運営協議会





学区防災計画　災害履歴調査



過去10万年の地域の地学イベントを知る

横浜市戸塚区　６万五千年前の箱根大噴火　軽石層と火砕流の地層



学区防災計画　災害リスク想定



学区防災計画　平常時の活動



救出活動の学区防災計画



初期消火活動の学区防災計画



救護・医療活動の学区防災計画



「学区防災計画」を運営する組織は？



上記の点から 

「地域防災拠点運営委員会」を中心に 

学校・PTA・拠点でない学校・事業所・諸機関・地域の医療・全地域代表と防災担当 
マンション理事長と防災担当　消防団・消防・行政・有識者から成る、 

「拡大地域防災拠点運営委員会」（仮） 
の定例開催で、協議・確立・見直しをするのが適切でなないか。 

地域防災拠点運営マニュアルから



1. 災害の教訓に学び、学校と地域は何をすべきか？ 

2. 子どもたちと地域のための学校地域連携 
　 

3. 学校経営方針への位置付けと学校運営協議会 

4. 未来の災害を克服する、学校を拠点とした地域社会に

災害対応は、地域・学校・保護者・事業所・行政の共通理解を確立

地域の災害への対応を教え、地域、保護者、職員がつながっていく

「地域連携と防災」を学校経営のベースに

（地域＋学校＋行政）×学区防災計画＝防災革命！

＝災害を克服できる、学校を拠点とした地域社会の創出

基調講演　 
未来の災害を克服する、学校を拠点としたまちづくり



基調講演　 
未来の災害を克服する、学校を拠点としたまちづくり

（地域＋学校＋行政）× 学区防災計画＝地域防災革命！

＝災害を克服できる、学校を拠点とした地域社会の創出

ご清聴ありがとうございました

防災士　鷲山龍太郎

全国の学区でできたら＝日本防災革命！ 
災害を克服できる国家、日本の出現



学校と連携した  
地域防災の力
持続可能な地域社会のための教育 
～まちづくりと防災教育～

神奈川大学大規模災害対策研究プロジェクト　 
夏季特別シンポジウム

首都直下型地震・南海トラフ巨大地震を克服する

休憩


